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日本と英豪米における移民教育政策の分析枠組み: 
言語取得と学力保障の教育施策に着目して






その他のタイトル An Analytic Framework of Education Policies
for Immigrants in ]apan，United Kingdom，
Australia and United States of America:
Focusing on Education Policy Measures Related
to Acquisition of Language Skills and













































































































































































2004年から EMAGの交付が始まった。 2008年には、校長等のためのガイドライン(AGuide to 


































































各州政!i守の合意により、全国到達度評価プログラム (National Assessment Prograrn)が実施されて
いろ/ 二のプログラム{士、リテラシーとニューメラシーの全国到達度評価プログラム ional
As犯行sment Pro巳ram~Litoracy and Numeracy NAPL!山)J、理科的リテラシ一、公民科とシティ
ズンシッブ、 ICTリテラシーに関する 3年毎の抽出到達度評価、 PISA等の間際学力調査への参加
治、ら構成されている。このうち、 NAPLANが最も影響力が強い。その理由は、毎年、
校と夜、立学校の第3、5、7、9学年の全児童生徒を対象に行われ、学校ごとの成積がウェブサ
イト(~骨 School lVebs i te)で公開されるヵ、らで、ある。これに対しては、テスト主義の授業観と教
師中心の教育方法を広げるものだと批判されてし 1る。
NAPLAN I士、属性ごとのデータも公表されている。移民の観点からは、「英語以外の言語を使用
する児童生徒 1 (Langua貯 backどroundother than Engliヌh: LBOTE)という属性が重要になず 干
れは、児童竺徒または保護者が家庭で英語以外の吾語を話している場合に分類される属性で、あるc
fLBOTEとそれ以外の児童生徒の間には、平均スコ 、は少なしリ iに しカミし、 LBOTEを-
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アメリカは多くの移民 (Fonヨign--bornまたは immigrant) を受け入れ、発展してきた。古くは
ヨー口ッパやカナダからの移民が大部分を占めていたが、近年では南米やアジアからがほとんど
である 210 2013年に実施された国勢調査 (AmericanCommunity Survey) によると、移民の数は
4l. 3百万人で、これはアメリカの全人口の 13.1%にあたる 220
アメリカにおいて「移民j とは、出生時にアメリカ市民権 (U.S. citizenship) を得てはし、な
いが、通常の滞在地 (usua11コlaceof residence)が同国である者を幅広く意味する概念である。













として ELLs(Eng 1 i shLanguage Learners :英語学習者)やLEP(Limited English Proficient 
限られた英語運用能力をもっ子ども)が用いられる 240 その中でも、親は外国生まれだが自分自
身はアメリカ生まれの「アメリカ市民J(し¥わゆる第二世代、第三世代)という、アメリカ生まれ
の英語学習者 (NativeU. S. -born ELLs)Jの層が拡大している三 o そのため、「公用語の運用能
力が限られている者=外国籍の者Jとしづ単純な図式は成立せず、アメリカにおける ELLs
は多様といえるどへ全米教育統計センターによると、 2012-13年度現在、公立学校に在籍する児




Language: ESL)、高強度言語トレーニング (HighIntensity Lanεuage Training: H. 1. L. T. )、パ
イリンガノレ教育といった言語教育プログラムを受けてし¥る L () 2013年度現在では5蔵以上の移民
の約半数が ELLsの対象になっているp このことは、これらのプログラムが主として移民または移
民の子どもを対象にしたものであることを示している。
2002年に制定された「落ちこぼれをつくらないための初等中等教育法I(陀)Chi ld Left Behi nd 








アメリカでは 1969年以降、国家出〕な取り絡みとして「全米学力調査 (NationalAssessment of 
Educational Proεress: NAEP) Jを実施している。これは、初等中等学才交に在籍する児童生徒を対
象に、数学、読解、科学、作文、芸術、公民 (ci vics)、地理、合衆出史の各教科と工学的リテラ
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英豪米の事例を分析した結果、日本とは異なる とし ミび上がってきたことは、「言語的















本研究の執筆分担は次のとおりである。 1. 2・6を臼井、:きを末松、 4を佐藤、ら(1 )・ (:3) 
を照屋、 5 (2) を鞍馬が執筆した。主た、本研究は次の研究成果の 部である。日本学術振興
会科学研究費補助金基盤研究 (C)課題番号 26381074 I外国人児童生徒在籍校におけるスクール
リーダーの役割と経営行動の解明J(研究代表者:白井智美、平成 26~28 年度)
注








化と言語能力』明石書居。杉野俊子・原隆幸編著 (2015) ~言語と搭差J 明石書匹、など。
日本の外凶人児童生徒教育に関する政策分析を行った数少ない研究として、臼井智美 (2015)
人児童生徒教育の拡充に向けた教育委員会の役割一三重県松阪市の事例分析から -J






例えば、佐久間孝正 (2007) ~移民大国イギリスの実験J 勤草書房。 A .ダトナウ他著、後洋













『学校経営研究』第 41巻 2016 
。佐久間孝正(2014)U多文化教育の充実に向けて-イギリスの経験、これカミらの日本』勤草書
3 4 
1 () 佐久間(2014) 同一上、 ?3-14、24-25
1 1 DfES (200品、 Aiming !ligh: Support i1]乞 tflecti ve US'(:l o[日仏G
l三 OECD(2007)U移民の子どもと学力J明石書応、 146-149頁、 157頁ζOECD編著(2011)U移民の
どもと格斎藤里美監訳、明石書出、 63頁、 86頁。なお、政府レベルでは、エスニック・
マイノリティの教職への就職支援のほか、 2007年7月には、「ご二ューカマーのための卓越性プ
ログラム(NewArri val s Excellence Progrelmme: NAEP) Jが着手され、各校の「第二言語とし
ての英語学習jのための情報提供や教員研修の支援が実施されている。その他にも自治体レ
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ラリアの日本人格住者と、そのシティズンシッブをめく、、ってj引ヒ九州
21孝夫、 113 
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seconcl lanどuage(ESL) inAustralia"， Engliヌh九版、hi/Jg:乃clctlc、θafldCri t iquハVolume
13， Numbe1' 1， p.31. 
三u Ibid.， p. 35. 
1 Wright， W. (2015) FouJJdatioJ].，' 1'01喝 Teaching El/-d is'i7 LanguagθLθdr17θr5': R，ω，'earchタ刀1刊Jry.
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し1る (NewYo1'k Ci ty Depal乃tmentof Education (2010) EP1CF'acilitators' (/uide， p. 6)0 






26 ELLsは、属性や英語能力等の観点治、ら 12に分類できるとしづ。駒山ht，W. Op. ci t.， p.10. 
27 http://nces. ed. gov/programs/coe/indicator_cgf. asp (2015.10.29石在言忍)
日自治体国際化協会ニューヨーク事務所 (2010)I米国における言語vマイノリティに対する教育
支援施策J(Clair Report No.346)、19
日 http://nces.ed. gov/n抗 ionsreportcard/とlbout/(2015. 10.29確認)
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であるr 志水宏古・ UJE官也編 (201.5)!i学力格差是正策の間際比較J岩波書居、 9
1言語教育施策の中には、いわゆる外国語教育も含まれる。 しかし、本研究では外国語教子孔て
関する施策は険討していない。外国語教育は必ずしも学力向上施策と表裏イ本で進められて
し、るとは限らなし、ため(日本も英豪米も、全国学力調査の対象科目に「外国語j を合んでい
¥ )、[主1では、学力日lt施策ど言語教育施策が重ならない部分ιあることを示しておいた F
~ ;-)これらの研究課題追究のため、今笹は比較対象!主を広げて~ ¥く必要がある)本研究が示した
分析枠組みで、他国の移民教育政策が分析可能か、新たに考慮すべき観点が抽出可能か、
を険，i汁る必要があるc 昨今び)Eli諸[廷の移民政策の相違の顕在化を考f蓋し、 ドイツ、フラン
ス、スウェーデン等の事例も視野に入れてLペコ主た、本研究で(土、英豪米とは異なる丈)j}長
(斗士会統j!?と同のi耳競争力強化)で、 二言語教育政策と
*ールも検討対象にしていたが、キt¥:1福0)都合と害|隠し
? ?
